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令和6年度実施事業（詳細は各実施者から発表）

（調査事業）
インドネシアにおける交通ソフトインフラの課題把握および本邦企業進出促進調査
【事業者】デロイトトーマツファイナンシャルアドバイザリー合同会社（DTFA）
【概要】インドネシア・ジャカルタにおいて、案件形成に向けた調査及びセミナーを実施。

（実証事業Ｃ）
スタートアップ企業の海外事業参入に向けたデジタル技術の活用による公共交通・物流の最適化に係る調査検
討業務
【事業者】LocationMind
【地域】インドネシア・ジャカルタ
【概要】ジャカルタにおいて、日本の先進位置情報技術を活用する次世代型の電子式道路課金システムである

GNSS道路課金システムを導入し、実証検証を行う。

（実証事業Ｂ）
スタートアップ企業の海外事業参入に向けたデジタル技術の活用による公共交通利用促進に係る調査検討業務
【事業者】LocationMind・オリエンタルコンサルタンツグローバル
【地域】インドネシア・ジャカルタ
【概要】ジャカルタにおいて、モバイルビッグデータの解析およびデータ可視化技術を用いて、公共交通改善

スマートプランニングツールを開発・導入する。

（実証事業Ａ）
本邦企業の海外展開に向けたデジタル技術の活用による公共交通利用促進に係る調査検討業務
【事業者】みちのりホールディングス・DTFA
【地域】ベトナム・ホーチミン
【概要】ホーチミン市中心部において、AIオンデマンド交通を現地合弁会社Saigon.PTが運航している小型電動

車両の交通サービスに対して導入し、実証運行を実施。
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令和6年度は調査事業1件、実証事業3件を実施。



日尼交通ソフトインフラ展開セミナー

国土交通省は、インドネシア運輸省との共催で、令和6年12月3日にインドネシア・ジャカルタにおいて、MaaS、AIオンデ
マンド交通等の交通ソフトインフラによる公共交通の高度化をテーマとした「日尼交通ソフトインフラ展開セミナー」を開催。
セミナーでは、インドネシア運輸省等から交通課題や今後の展望について、日本企業から交通ソフトインフラに関する先
進的な技術や取組について発表し、東京大学中村文彦特任教授から講評コメントをいただいた。
セミナー翌日に現地交通事業者の協力のもと現地視察が行われ、多数のJAST会員企業が参加。
現在、セミナー参加企業のうち複数社がインドネシアの行政機関や民間企業、大学との協議を継続。

日尼交通ソフトインフラ展開セミナー開催概要
日 程：令和6年12月3日（火）
場 所：インドネシア・ジャカルタ（グランド サヒッド ジャヤ ホテル）
主 催：国土交通省、インドネシア運輸省
出 席：（日本側） 高橋国際交通特別交渉官 他

（尼側）ムハンマド・リサル・ワサル鉄道総局長 他
民間企業：現地参加者 122名、オンライン参加者 43名
（日本側： 21企業・団体、尼側： 60企業・団体）

セミナー

ビジネスマッチング 現地視察

現地視察
ジャカルタ首都特別州政府 の Jakarta Smart City Office
(JSCO) を訪問し、意見交換を実施。また、Jak Lingko社(MaaS
事業者) の案内のもと、同社の決済システム（モバイルアプリ）を
用いた改札入場のデモンストレーションや公共交通事業利用状況
等を見学。
JAST事務局
（国土交通省総合政策局海外プロジェクト推進課交通プロジェクト室）
ホームページ ：http://www.mlit.go.jp/kokusai/kokusai_tk1_html
メールアドレス：hqt-jast＠ki.mlit.go.jp

交通ソフトインフラ海外展開支援協議会（JAST）では、今後もJAST会員企業を
対象とした同様の官民セミナーを開催していきます。JASTへの加入は随時受け付け
ています。加入を希望される方はご連絡ください。

ムハンマド・リサル・ワサル鉄道総局長（左）
ヘリ・アフマディ 駐日インドネシア大使（右）
高橋国際交通特別交渉官（中央）
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令和7年度事業（予定）

令和7年度は、実証事業を2件、調査事業を1件の公募を予定。
（実証事業については、今年度セミナーを開催し関係性を構築したインドネシアにおいて、案件化
の深掘りを行うことを想定。調査事業については、近年経済成長著しいインドにおいて、将来的
な交通ソフトインフラ分野の案件形成の可能性を検討すべく、同国の課題やニーズ等の基礎調査
の実施及び同国へのJAST会員企業の持つ技術の売り込みを想定。）

○実証事業

○調査事業

採択
件数

件名

1件

（実証事業Ａ）
令和7年度デジタル技術の活用による公共交通利用促進に向けたケーススタ
ディと本邦企業進出に向けたユースケース作成並びに協議に係る調査検討業務
（公示期間20日間）

1件

（実証事業Ｂ）
令和7年度データ利活用による交通ソフトインフラ展開推進に向けたケースス
タディと本邦企業進出に向けたユースケース作成並びに協議に係る調査検討業
務（公示期間20日間）

採択
件数

件名

1件
インドにおける交通ソフトインフラの課題把握および本邦企業進出促進調査
（公示期間20日間）
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今後の進め方（案）

3月～6月頃
実証事業及び調査事業の公募・採択

10月～11月頃（P）
第６回JAST会合
・実証事業：中間報告
・調査事業：中間報告＋売り込み技術の募集

11月～1月頃（P）
・調査事業：現地ニーズ調査＋売り込み技術に関する相手

国官民との意見交換

3月頃
第7回JAST会合
（実証事業及び調査事業の結果報告）
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